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合計 l！，411 3，623 31．8 37，780 25，960 68．7
注：＊は200MW以下の水力も含む
出所：メコン委員会
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への効率的供給を可能とし，さらに地球温暖化防止にも大きな貢献を果すと言える。この様に地
域的にかつ，広域的に途上国エネルギー需給を把える方向は今後の途上国開発援助において深く
検討されるべきものと考える。
4．3　中米域内総合電力融通システム
　途上国エネルギーセクター開発における地域アプローチの例として，さらに中米における電力
融通スキームについて触れておきたい。中米においては現在（1993年），北地域ブロックと南地
域ブロックの2つの電力融通システムが存在する。電力融通の為の送電施設建設は1976年のホン
デュラス／ニカラグア間に始まる。1982年にニカラグア／コスタ・リカ間が連結され，！986年に
はコスタ・リカ／パナマ問が連結され，現在の南地域ブロックが形成されるに至っている。また
1986年にはガテマラ／エル・サルバドル間も連結され北地域ブロックを形成している。南北それ
ぞれの電力融通システム完成以降，92年迄に4，310GWhの電力量が融通されている。この融通
電力量の95％は南地域ブロックによるものである。電力融通のタイプは余剰水力発電電力を融通
するというもので，これまでの総融通電力量を石油火力によるものと仮定すると約8百万バレル
の石油量が節約されたこととなる28）。
　域内電力融通から最終的には域内総合電力供給システムを構築する便益は，電源開発における
投資効率の向上，域内賦存エネルギー活用による電力供給コストの削減，電力供給の安定／安全
度の上昇，地球温暖化対策等の観点から，非常に大きい。この方向における具体的な動きとして
SIPACプロジェクトが存在する。
　SIPAC（Sistem　de　Interconection　para　Ia　America　Central：中米送電系統連結）プロジ
ェクトは230KVの超高圧送電線で中米6か国を連結し，域内の賦存エネルギー資源の最大利用
（コスタ・リカのボルーが大型水力開発：1，500MW規模），また輸入エネルギー利用により，こ
の送電系統による電力供給の安定度を向上させ，供給効率の向上を図るとの目的を持つ。本プロ
ジェクトはまた，メキシコとも連結し，同国への電力輸出もそのスキームに描いている。本プロ
ジェクトはスペイン政府の援助並び中米6か国の協力でスペイン電力会社（ENDESA）を事務
局ならび実施母体として1987年からスタートしているIO年計画である。本プロジェクトは，まだ
経済性の検証，超高圧送電系統実現のためのフェージングに関する問題も残っており，プロジェ
クト構成要素（発・送電施設）に関する投資額／時期について未だ不確定となっている。また，
この系統をどのような事業体によって運用・管理するかについての検討も残されている。しかし
ながら，その実現は，前節のケースと同様に今後の南北間におけるエネルギー開発協力の在り方
を示すものといえる。
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本文注
a）　G77は現在120数か国メンバーを持つに至っており，最近では1991年7月の北京における地球温
　暖化問題への途上国決議を採択している。その決議の主旨は「これまでの先進諸国の炭酸ガス排
　出に基づき，途上国の温暖化問題への対応に北側が資金と技術を供与すべき」とのこととなって
　いる。
b）　「第ユ次国連開発のIO年」（DDI）は1961年秋の国連総会のケネディ提案を受け，大規模な開
　発援助を南側諸国にさしのべ，60年代の途上国の経済成長率を5％に引き上げることを目標にし
　た構想であった。しかしながら，この決議の本質は南側諸国への援助強化であり，当時の東西関
　係における東側への南側諸国の歩み寄りを防ぐ意図が存在していた。
c）参考文献14）におけるエネルギー源別炭酸ガス排出源単位を用いた筆者推計結果
d）ラオスの総発電設備出力の91％は157MW出力のナム・グム水力発電所によって構成せされ，同
　発電所は日本の資金協力により1985年に建設されている。
e）本章の4．1節並びに4．2節は，アジア社会問題研究所「アジア地域のエネルギー需給と環境保護に
　関する調査研究」への寄稿論文の一部を引用・改筆したものである。
